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女子差別撤廃委員会 

日本の第 7回及び第 8 回合同定期報告に関する最終見解 * 

1．委員会は、第 1375 回及び第 1376 回の会合において、2016 年 2 月 16 日、日

本の第 7 回及び第 8 回合同定期報告（CEDAW/C/JPN/7-8）を審議した

（ CEDAW/C/SR.1375 及び 1376 を参照）。委員会からの質問事項は

CEDAW/C/JPN/Q/7-8 に、日本の回答は CEDAW/C/JPN/Q/7-8/Add.1 に記載さ

れている。

A.  序論 

2．委員会は、第 7 回及び第 8 回の合同定期報告が提出されたことに関し、締約

国に感謝の意を表する。また、会期前作業部会からの質問事項に対する書面の回

答について締約国に感謝の意を表す。委員会は、代表団による口頭発表が行われ

たこととともに、対話の中で委員会の口頭による質問に対し追加説明が行われた

ことを歓迎する。

3．委員会は、杉山晋輔外務審議官を団長とする大規模な代表団の派遣について

締約国を称賛する。代表団は法務省、外務省、文部科学省、厚生労働省、内閣府、

警察庁等の諸省庁及び在ジュネーブ国際機関日本政府代表部の代表から構成さ

れていた。

B.   肯定的側面 

4．委員会は、2009 年に行われた締約国の第 6 回定期報告（CEDAW/C/JPN/6）
の審議以降、法制度改革における取組において達成された進展、特に以下を歓迎

する。

(a) 女性が大部分を占めるパートタイム労働者の待遇改善のために行われた

* 女子差別撤廃委員会第 63 会期委員会において採択された（2016 年 2 月 15 日－3 月 4 日）。
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2014 年の改正「短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律」、 

(b) 2015 年の「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」、 

(c) 2014 年の改正「児童買春、児童ポルノに係る行為等の規制及び処罰並び

に児童の保護等に関する法律」、 

(d) 2013 年の改正「ストーカー行為等の規制等に関する法律」、及び 

(e) 2012 年の「子ども・子育て支援法」。 

5. 委員会は、以下のような、女性に対する差別の撤廃の加速及び女性の権利向上

を目的とした締約国の政策的枠組を強化する努力を歓迎する。 

(a) 2014 年の「人身取引対策行動計画」、 

(b) 2013 年の「日本再興戦略」、並びに 

(c) 2010 年の「第 3 次男女共同参画基本計画」及び 2015 年の「第 4 次男女共

同参画基本計画」 

6．委員会は、前回の定期報告の審議以降締約国が行った以下の国際文書の批准を

歓迎する。 

(a) 2014 年の「障害者の権利に関する条約」の批准、及び 

(b) 2009 年の「強制失踪からのすべての者の保護に関する国際条約」の批准。 
 
C.   主要な関心事項及び勧告 

 

国会 

7．委員会は、本条約の十分な履行を確保する上で立法権の果たす重要な役割を強

調する（2010 年の第 45 会期において採択された委員会と国会議員との関係に関

する委員会声明を参照）。委員会は、国会に対し、その権能に従い、本条約に基づ

いて、今後次回報告時期までの間、今回の最終見解の実施について必要な措置を

講じるよう勧める。 

 

本条約の法的地位、認知度及び選択議定書の批准 

8．委員会は、締約国の憲法第 98 条第 2 項に基づき、締結・公布された条約が締

約国の国内法の一部として法的効力を有することに留意する。しかしながら、委
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員会は、本条約が国内法に十分取り入れられていない、並びに 2014 年 3 月 28 日

付の東京高等裁判所が本条約は法的審理に直接適用される、あるいは自動執行性

があるとは認識できない旨の判決を下したことに懸念する。委員会は、また、以

下についても懸念を有する。  

(a) 締約国の意識啓発の取組にもかかわらず、本条約の規定が締約国内で十分

に周知されていないこと、 
(b) 締約国が本条約の選択議定書を批准する予定の時期に関しての情報が提

供されていないこと、並びに 
(c) 委員会が前回行った勧告（CEDAW/C/JPN/CO/6）が締約国により十分に

実施されていないこと。 

9．委員会は、締約国に以下を要請する： 

(a) 本条約の規定を国内法に十分に取り入れること、 

(b) 締約国の政府職員、国会議員、法律専門家、法執行官及び地域社会のリー

ダーを含めた関係者に対して、本条約及び委員会の一般勧告並びに女性の

人権についての意識を啓発するため、既存のプログラムを強化すること、 

(c) 選択議定書の批准を検討するとともに、選択議定書の下での委員会の法体

系について法律専門家及び法執行官に対する研修を行うこと、並びに 

(d) 今回の委員会の最終見解の実施について、明確な目標と指標を用いた国内

行動計画の採択を検討すること。 

 
女性に対する差別の定義 

10．委員会は、本条約第 1 条に従った公的・私的の双方の領域における直接・間

接双方の差別を含む女性に対する差別の包括的な定義が欠けていることを依然と

して懸念する。委員会は、そのような定義の欠如は締約国における本条約の十分

な適用の障害となることを想起する。 

11．委員会は、前回の勧告（CEDAW/C/JPN/CO/6、パラ 22）を改めて表明するとと

もに、活動の全ての分野において女性が直接・間接双方の差別から保護されるこ

とを保証するという観点から、本条約第 1条に従い女性に対する差別の包括的な

定義を国内法に早急に取り入れることを締約国に要請する。 

 

差別的な法律及び法的保護の欠如 
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12．委員会は、既存の差別的な規定に関する委員会のこれまでの勧告への対応が

なかったことを遺憾に思う。委員会は特に以下について懸念する。  

(a) 女性と男性にそれぞれ 16 歳と 18 歳の異なった婚姻適齢を定めているよ

うに民法が差別的な規定を保持していること、 

(b) 期間を 6 か月から 100 日に短縮すべきとする最高裁判所の判決にもかか

わらず、民法が依然として女性のみに離婚後の再婚を一定期間禁止して

いること。 

(c) 2015 年 12 月 16 日に最高裁判所は夫婦同氏を求めている民法第 750 条

を合憲と判断したが、この規定は実際には多くの場合、女性に夫の姓を

選択せざるを得なくしていること、 

(d) 2013 年 12 月に嫡出でない子を相続において差別していた規定が廃止さ

れたにもかかわらず、出生届時に差別的記載を求める戸籍法の規定を含

め、様々な差別的規定が残っていること、並びに 

(e) 頻繁にハラスメント、烙印及び暴力の対象となる様々なマイノリティ・

グループの女性に対する交差的な差別を対象とする包括的な差別禁止法

がないこと。 

13．委員会は、これまでの勧告（CEDAW/C/JPN/CO/5）及び（CEDAW/C/JPN/CO/6）

を改めて表明するとともに、以下について遅滞なきよう要請する。  

(a) 民法を改正し、女性の婚姻適齢を男性と同じ 18 歳に引き上げること、女

性が婚姻前の姓を保持できるよう夫婦の氏の選択に関する法規定を改正

すること、及び女性に対する離婚後の再婚禁止期間を全て廃止すること、 

(b) 嫡出でない子の地位に関するすべての差別的規定を撤廃し、子とその母親

が社会的な烙印と差別を受けないよう法による保護を確保すること、並び

に 

(c) 締約国の主要義務に関する一般勧告第 28号(2010 年)に従って、様々なマ

イノリティ・グループの女性に対する、複合的／交差的な形態の差別を包

括的に禁止する法律を制定し、この女性達をハラスメントと暴力から保護

すること。 

 
国内人権機構 

14．委員会は、締約国が「国内人権機構の地位に関する原則」（パリ原則）に準じ、
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複合的な形態の差別からの保護を含む女性の権利の保護及び促進のための幅広い

権限を有する独立した国内人権機構を設立していないことにあらためて懸念を表

する。 

15．委員会は、締約国がパリ原則（1993 年 12月 20日付国連総会決議 48/134）に

準じ、女性の人権と男女平等についての権能を有する独立の国内人権機構を明確

な期限を定めて設置するよう前回の勧告（CEDAW/C/JPN/CO/6、パラ 24）を改めて

表明する。 

 

女性の地位向上のための国内本部機構 

16．委員会は、「内閣府設置法」が男女共同参画担当大臣に女性の地位向上のため

の国内本部機構の長としての権能を明確にしているとの締約国からの情報に留意

する。しかしながら、男女共同参画会議及び男女共同参画推進連携会議の役割が

明確に定められていないことに懸念がある。委員会は、この明確さの欠如がジェ

ンダー予算を含め政策の調整と実施に影響を与えることを懸念する。 

17．委員会は、ジェンダー主流化やジェンダー予算を含む取組を効果的に行うこ

とができるよう様々な部門の役割を明確にすることにより、締約国が女性の地位

向上のための国内本部機構を引き続き強化していくことを勧告する。 

 

暫定的特別措置 

18．委員会は、締約国が事実上の男女平等を促進するため第 3 次及び第 4 次男女

共同参画基本計画において数値目標を導入した努力に留意する。しかしながら、

委員会は、政治的活動、特に国会においてはもちろんのこと、公的部門及び民間

部門の意思決定における民族的及びその他のマイノリティ女性を含む女性の過少

代表に対処するため、クオータ制を含む法定の暫定的特別措置が講じられていな

いことを懸念する。委員会は、特に締約国が法定のクオータ制ではなく、依然と

してより効果の低い自主的な取組や公共調達のための入札過程において会社の評

価を高くするなどのインセンティブを用いていることを懸念する。 

19．委員会は、前回の勧告（CEDAW/C/JPN/CO/6、パラ 28）を改めて表明するとと

もに、暫定的特別措置に関する本条約第 4 条第 1 項及び委員会の一般勧告第 25

号（2004 年）に従い、本条約の全ての分野において、特に民族的あるいはその他

のマイノリティ及び先住民族の女性並びに障害のある女性の権利を向上させる

ために、実質的な男女平等の達成を促進するために必要な戦略として、法定のク

オータ制などの暫定的特別措置を検討することを締約国に要請する。 
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固定観念と有害な慣行 

20．委員会は、家父長制に基づく考え方や家庭・社会における男女の役割と責任

に関する根深い固定観念が残っていることを依然として懸念する。委員会は，特

に以下について懸念する。  

(a) こうした固定観念の存続が、メディアや教科書に反映され続けているとと

もに、教育に関する選択と男女間の家庭や家事の責任分担に影響を及ぼし

ていること、 

(b) メディアが、性的対象とみなすことを含め、女性や女児について固定観念

に沿った描写を頻繁に行っていること、 

(c) 固定観念が引き続き女性に対する性暴力の根本的原因であり、ポルノ、ビ

デオゲーム、漫画などのアニメが女性や女児に対する性暴力を助長してい

ること、並びに 

(d) 性差別的な発言が、アイヌの女性、同和地区の女性、在日韓国・朝鮮人の

女性などの民族的及びその他のマイノリティ女性や移民女性、並びに女性

全般に向けて続いていること。 

21．委員会は、前回の勧告（CEDAW/C/JPN/CO/6、パラ 30）を改めて表明するとと

もに、締約国に以下を要請する。  

(a) 伝統的な男女の役割を補強する社会規範を変える取組とともに女性や女

児の人権の促進に積極的な文化的伝統を醸成する取組を強化すること、 

(b) 差別的な固定観念を増幅し、女性や女児に対する性暴力を助長するポルノ、

ビデオゲーム、アニメの製造と流通を規制するため、既存の法的措置や監

視プログラムを効果的に実施すること、 

(c) 差別的な固定観念を解消するため、教科書と教材を見直すこと、 

(d) アイヌの女性、同和地区の女性、在日韓国・朝鮮人の女性などの民族的及

びその他のマイノリティ女性や移民女性に対する攻撃を含む、民族的優越

性又は憎悪を主張する性差別的な発言や宣伝を禁止し、制裁を課す法整備

を行うこと、並びに 

(e) 差別的な固定観念及びアイヌの女性、同和地区の女性、在日韓国・朝鮮人

の女性や移民女性に対する偏見を解消するために取られた措置の効果に
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ついて独立した専門機関を通じて定期的に監視及び評価すること。 

 
女性に対する暴力 

22．委員会は、法務省が、（a）男性器の女性器への挿入にのみ適用される強姦罪の

狭い定義、（b）性犯罪の低い罰則の引上げ、（c）配偶者強姦を明示的に犯罪化す

る法的規定の採用、（d）性犯罪の職権による起訴の導入を含む様々な課題に対処

するために、刑法を見直す検討会を設置したことに留意する。委員会は、しかし

ながら、刑法を見直す法務省の検討会が、配偶者強姦を明示的に犯罪化する必要

があるとは考えなかったことを懸念する。性交同意年齢が 13 歳のままであるこ

と、法定強姦の法定刑の下限がわずか３年の懲役であることも懸念する。委員会

は、さらに以下についても懸念する。 

(a) 刑法に近親姦を個別に犯罪化する規定がないこと、 

(b) 裁判所による緊急保護命令の発令が過度に遅れることがあるとの報告が

あり、それは配偶者等からの暴力を含む暴力の被害者を更なる暴力の危険

にさらしていること、 

(c) 配偶者等からの暴力を含む暴力の被害者である移民女性、民族的及びその

他のマイノリティ女性並びに障害のある女性が事件を当局に通報するこ

とに抵抗感があること、また特に移民女性は「出入国管理及び難民認定法」

に基づく保護を得るには「正当な理由」を提供する必要があるため、在留

資格を取り消されるおそれから通報できないとの情報があること、並びに 

(d) 「配偶者暴力防止法」があらゆる形態の家族における全ての女性に適用さ

れるか不確実であること、及びそのような場合に裁判官が保護措置を執る

ことに積極的でないこと。 

23．委員会は、女性に対する暴力に関する一般勧告第 19 号（1992 年）及び前回

の勧告（CEDAW/C/JPN/CO/6、パラ 30）を想起し、締約国に以下を要請する。  

(a) 刑法の改正に当たっては、配偶者等からの暴力や個別の犯罪としての近親

姦を含む女性に対する暴力に包括的に対処することを確保するため、本条

約及び委員会の一般勧告第 19号（1992年）並びにその法体系を十分に活

用すること、 

(b) 強姦の定義を拡張するとともに、性犯罪の職権による起訴を確保するため

の刑法の改正を促進すること、 
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(c) 配偶者強姦を明示的に犯罪化するとともに法定強姦の法定刑の下限を引

き上げるため、刑法を改正すること、 

(d) 緊急保護命令発令の司法手続を迅速に行うこと、 

(e) 女性や女児（特に移民女性）に対するあらゆる形態の暴力の被害者に通報

を奨励するとともに、暴力の被害者である女性がシェルターを利用でき、

また十分な設備も備わっていることを確保すること、 

(f) 指導的地位にある職員の研修、女性や女児に対する全ての暴力事件の十分

かつ効果的な捜査、加害者の訴追並びに有罪の場合の適切な処罰を確保す

ること、並びに 

(g) あらゆる形態の家族における全ての女性に対し「配偶者暴力防止法」の適

用を確保すること。 

24．委員会は、締約国が優生保護法の下で都道府県優生保護審査会によって疾病

又は障害のある子供の出生を防止しようとし、その結果、障害者に強制的な優生

手術を受けさせたことについて留意する。委員会は、同意なしに行われたおよそ

16,500 件の優生手術のうち、70 パーセントが女性だったこと、さらに締約国は

補償、正式な謝罪、リハビリテーションなどの救済の取組を行ってこなかったこ

とについて留意する。 

25．委員会は、締約国が優生保護法に基づき行った女性の強制的な優生手術とい

う形態の過去の侵害の規模について調査を行った上で、加害者を訴追し、有罪の

場合は適切な処罰を行うことを勧告する。委員会は、さらに、締約国が強制的な

優生手術を受けた全ての被害者に支援の手を差し伸べ、被害者が法的救済を受け、

補償とリハビリテーションの措置の提供を受けられるようにするため、具体的な

取組を行うことを勧告する。 

 
人身取引及び売買春による搾取 

26．委員会は、締約国が 2014 年 12 月に「人身取引対策行動計画」を策定したこ

と及び「人身取引対策推進会議」を設置したことに留意する。委員会は、締約国

が技能実習制度を改革するため法案を国会に提出した取組を歓迎する。委員会は、

しかしながら、締約国が依然として労働搾取や性的搾取を目的とした人身取引（特

に女性や女児）の供給国、通過国、目的国であること及び以下について懸念する。  

(a) 女性が風俗産業において特に売買春及びポルノ映画製作のために性的搾
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取を受け続けていること、及び 

(b) 技能実習制度によって締約国に来た女性や女児が強制労働や性的搾取を

受け続けていること。 

27．委員会は、締約国に以下を勧告する。  

(a) 人身（特に技能実習制度により採用された女性や女児）取引と闘うために、

定期的な労働査察及びその他の取組を強化すること、 

(b) 性風俗での役務の提供やポルノ映画の製作を手掛ける組織を対象とした

性的搾取を防ぐための監視と査察のプログラムを強化すること、 

(c) 地域内の他の国々との情報交換及び人身取引業者を訴追するための法的

手続の整合化を含んだ人身取引を防ぐための二国間、地域間及び国際間の

連携を目指した取組を継続すること、 

(d) 技能実習制度のもとで予定される見直しの実施について次回定期報告の

中で情報を提供すること、並びに 

(e) 「国際的な組織犯罪の防止に関する国際連合条約を補足する人（特に女性

及び児童）の取引を防止し、抑止し及び処罰するための議定書」を批准す

ること。 

 

「慰安婦」 

28．委員会は、前回の最終見解（CEDAW/C/JPN/CO/6、パラ 37 及び 38）を想

起するとともに、未解決の問題である「慰安婦」について、人種差別撤廃委員会

（CERD/C/JPN/CO/7-9）、自由権規約委員会（CCPR/C/JPN/CO/6）、拷問禁止委

員会（CAT/C/JPN/CO/2）、社会権規約委員会（E/C.12/JPN/CO/3）、国連人権理

事会の特別手続のために任命された任務保持者数名及び普遍的・定期的レビュー

(UPR)（A/HRC/22/14/Add.1、パラ 147－145 以下参照）などの他の国連人権メ

カニズムが行った数多くの勧告にも注意を向ける。委員会は、締約国が「慰安婦」

の問題を解決しようとする試み、ごく最近では 2015 年 12 月 28 日に発表された

締約国と韓国との間の二国間の合意を通じたものに留意する一方、締約国が上述

の勧告を実施してこなかったこと及び「慰安婦」の問題については主張されてい

る侵害が，１９８５年に締約国について本条約が効力を発生させる以前に生じた

ものであるので本委員会のマンデートの範囲内ではないとする締約国の立場は遺

憾である。さらに、委員会は、以下について遺憾に思う。 
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(a) 最近、「慰安婦」への侵害に対する締約国の責任に関して公職にある者や指

導者による発言の数が増加していること、及び「慰安婦」の問題は「最終

的かつ不可逆的に解決される」とする韓国との合意の発表が被害者中心の

アプローチを十分に取らなかったこと、 

(b) 「慰安婦」の中には彼女たちが蒙った深刻な人権侵害に対して締約国によ

る公式で明白な責任の承認を得ることなく亡くなった者もいること、 

(c) 締約国がその他の関係国の「慰安婦」被害者に対し、国際人権法上の義務

を果たしてこなかったこと、並びに 

(d) 締約国が教科書から「慰安婦」の問題に関する記述を削除したこと。 

29．委員会は、前回の勧告（CEDAW/C/JPN/CO/6、パラ 37 及び 38）を改めて表明

するとともに、「慰安婦」の問題は、被害者のために効果的な救済策が引き続き取

られていないことを考えると、第二次世界大戦中に締約国の軍隊により行われた

侵害の被害者・生存者の権利に継続的な影響を及ぼす深刻な侵害を引き起こして

いると見ている。委員会は、したがって、このような人権侵害への対処が時間的

管轄によって妨げられることはないと考え、締約国に以下を要請する。 

(a) 締約国の指導者や公職にある者が、「慰安婦」問題に対する責任を過小評

価し、被害者を再び傷つけるような発言はやめるよう確保すること、 

(b) 被害者の救済の権利を認め、補償、満足、公的謝罪、リハビリテーション

のための措置を含む、十分かつ効果的な救済及び賠償を提供すること、 

(c) 2015年 12月に締約国が韓国と合同で発表した二国間合意の実施に当たっ

ては、被害者・生存者の意向をしかるべく考慮し、被害者の真実、正義、

賠償を求める権利を確保すること、 

(d) 「慰安婦」の問題を教科書に適切に組み込むとともに、歴史的事実を生徒

や社会全般に客観的に伝えられるよう確保すること、並びに 

(e) 被害者・生存者の真実、正義、賠償を求める権利を確保するために行われ

た協議やその他の措置について、次回の定期報告の中で情報提供すること。 

 

 
政治的及び公的活動への参画 

30．委員会は、数値目標や、2020 年までに政治的及び公的活動並びに民間活動に
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おいて指導的地位における女性の参画比率を 30 パーセントとする具体的な目標

を定めた第 3 次及び第 4 次男女共同参画基本計画の策定により女性の政治的及び

公的活動への参画を促進する締約国の努力に留意する。しかしながら、委員会は、

以下について引き続き懸念する。 

(a) 議会、政府、地方自治体（首長）や司法、外交、学界のレベルにおいても

指導的地位における女性の参画が低調であること、 

(b) 政治的及び公的活動において事実上の男女平等の実現を加速させるため

の法定の暫定的特別措置が足りないこと、並びに 

(c) 指導的地位に参画している障害のある女性や、アイヌの女性、同和地区の

女性、在日韓国・朝鮮人の女性などの民族的及びその他のマイノリティ女

性が少ないこと。 

31．委員会は、前回の勧告（CEDAW/C/JPN/CO/6、パラ 42）を改めて表明するとと

もに、締約国に以下を要請する。  

(a) 選出及び任命される地位への女性の十分かつ対等な参画を加速させるた

め、本条約第 4条第 1 項、暫定的特別措置に関する委員会の一般勧告第 25

号（2004年）並びに政治的及び公的活動における女性に関する同勧告第 23

号（1997年）に従い、法定クオータ制などの暫定的特別措置をさらに取り

入れること、 

(b) 議会、政府、地方自治体（首長）や司法、外交、学界を含む全てのレベル

において 2020年までに指導的地位への女性の参画比率を 30パーセントと

するという第 3次及び第 4次男女共同参画基本計画で設定した目標の効果

的実施を確保すること、並びに 

(c) 障害のある女性、アイヌの女性、同和地区の女性、在日韓国・朝鮮人の女

性などの民族的及びその他のマイノリティ女性が決定権のある地位に参

画するよう促進するため、暫定的特別措置を含めた具体的方策をとること。 

 

教育 

32．委員会は、全ての教育段階において女性や女児の平等なアクセス及び初等・

中等教育における女児の在学率の増加について優先的に取り組んでいることに関

して、締約国を称賛する。委員会は、しかしながら、以下について懸念する。  

(a) 科学、技術、工学、数学（STEM）などの伝統的に男性が優位の専攻分野
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だけでなく、高等教育機関、特に大学と大学院の在学率において男女の格

差が大きいこと、 
(b) 多くの女性が高等教育において４年間の大学課程を終えておらず、労働市

場で不利になること、 

(c) 教育機関の上位の管理職や意思決定を行う地位への女性の参画が少ない

こと及び女性が低いレベルの地位に集中し、女性教授の数が少ないこと、 

(d) 性と生殖の健康と権利に関する年齢に応じた教育内容に対し、政治家や公

務員が過度に神経質になっていること、 

(e) 民族的及びその他のマイノリティのコミュニティ、特にアイヌや同和地区

の高齢女性で識字レベルが低いとの報告があること、並びに 

(f) 移民女性や障害のある女性の教育状況についてデータが不足しているこ

と、及び特に在日韓国・朝鮮人の女性や女児をターゲットにした、学校に

おけるいじめや人種差別的な感情の表出への対応措置について情報が不

足していること。 

33．委員会は、締約国が以下を行うよう勧告する。 

(a) 進路に関する相談活動を強化し、女子が伝統的に進出してこなかった専攻

（STEM）を目指すよう奨励するとともに、女子が高等教育を修了する重要

性について教員の意識啓発を行うこと、 

(b) 女性教授の数を増やすとともに、教育部門の上位の管理職や意思決定を行

う地位への女性の参画を拡充するため、暫定的特別措置を含む具体的方策

をとること、 

(c) 性と生殖に関する健康と権利について学校の教育課程に系統的に組み込

めるよう、年齢に応じた教育内容と実施に関する国民の懸念に対処するこ

と、 

(d) 障害のある女性や女児、移民女性のほか、アイヌの女性、同和地区の女性、

在日韓国・朝鮮人の女性などの民族的及びその他のマイノリティ女性が教

育にアクセスするための全ての障害を取り除くこと、及び彼女たちの教育

へのアクセス・奨学金について次回の定期報告で情報提供すること、並び

に 

 

(e) 教育機関における、いじめや人種差別的な感情の表出（特に在日韓国・朝
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鮮人の女性や女児をターゲットにした）を含む女性や女児に対するあらゆ

る形態の暴力を防ぎ、処罰し、根絶するための措置を強化すること。 

 

雇用 

34．委員会は、2015 年に雇用において非正規労働者、民族的及びその他のマイノ

リティを含む女性のエンパワーメントを追求する「女性の職業生活における活躍

の推進に関する法律」が制定されたことを歓迎する。しかしながら、委員会は、

以下について依然として懸念する。 

(a) 男女の賃金格差の拡大、その原因の一端は同一価値労働同一賃金の原則の

不十分な実施にあること、 

(b) 労働市場において続く水平的・垂直的職務分離及び低賃金雇用部門への女

性の集中、その原因の一端はコース別雇用管理制度にあること、 

(c) 家族的責任が原因で女性のパートタイム労働への集中が続き、それが年金

給付に影響し、退職後の貧困を生む原因の一端となっていること及び妊娠

と出産に関連したハラスメントの報告が絶えないこと、 

(d) セクシュアル・ハラスメントについて適切な禁止及び適当な制裁の欠如並

びに締約国が雇用及び職業についての差別待遇に関する中核的な ILO 第

111 号条約を批准していないこと、 

(e) 先住民の女性、マイノリティ及びその他の女性（同和地区の女性、在日韓

国・朝鮮人の女性、沖縄の女性）、障害のある女性及び移民女性の労働者に

関し、雇用部門において複合的／交差的な形態の差別が根強くあること、

並びに 

(f) 締約国の女性家事労働者の状況についての情報が不足していること。 

35．委員会は、締約国に以下を要請する。 

(a) 構造的不平等や職務分離を撤廃するとともに、同一価値労働同一賃金の原

則を実施することによって性別賃金格差を縮小するため、2015年の「女性

の職業生活における活躍の推進に関する法律」、労働基準法及びその他関

連法に基づく取組を強化すること、 

(b) 柔軟な勤務形態の活用を促進するとともに、育児の責務への男性の対等な

参画を奨励するため両親共有休暇を導入し、さらに十分な保育施設の提供

を確保する取組を強化すること、 
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(c) 職場でのセクシュアル・ハラスメントを防止するため、禁止規定と適切な

制裁措置を盛り込んだ法整備を行うこと、及び妊娠や母親であることを理

由とした差別を含む雇用差別の事例において女性の司法制度へのアクセ

スを確保すること、 

(d) セクシュアル・ハラスメントに対する労働法及び行動基準の順守を目的と

した労働査察を定期的に行うこと、 

(e) 雇用部門の調査を行うとともに、特に先住民やマイノリティの女性及び障

害のある女性や移民の女性労働者に関するジェンダー統計を作成するこ

と、 

(f) 締約国の女性家事労働者の状況について次回定期報告の中で情報を提供

すること、並びに 

(g) 「雇用及び職業についての差別待遇に関する ILO第 111号条約」及び「家

事労働者の適切な仕事に関する ILO第 189 号条約（2011年）」の批准を検

討すること。 

 

健康 

36．委員会は、2011 年の福島第一原子力発電所事故に続く放射線に関する健康面

での懸念に対処する締約国の取組に留意する。委員会は、しかしながら、放射線

被ばく量が年に 20 ミリシーベルト未満の汚染地域を避難区域の指定から解除す

る締約国の計画に懸念をもって留意する。年間被ばく量の増加により住民の中で

も特に女性や女児の健康に影響を及ぼす可能性が高まるからである。 

37．委員会は、締約国が女性は男性よりも放射線に対して敏感である点を考慮し、

放射線の被ばくを受けた汚染地域を避難区域の指定場所から解除することによ

り女性や女児に影響を与える危険因子について国際的に受け入れられている知

識と矛盾しないことを再確認するよう勧告する。委員会はさらに、締約国が放射

線の影響を受けた女性や女児（特に福島県内の妊婦）に対する医療その他のサー

ビス提供を強化することを勧告する。 

38．委員会は、締約国の十代の女児や女性の間で人工妊娠中絶及び自殺の比率が

高いことを懸念する。委員会は、特に以下について懸念する。 

(a) 刑法第 212 条と合わせ読まれる「母体保護法」第 14 条の下で、女性が人

工妊娠中絶を受けることができるのは妊娠の継続又は分娩が母体の身体
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的健康を著しく害するおそれがある場合及び暴行若しくは脅迫によって

又は抵抗若しくは拒絶することができない間に姦淫されて妊娠した場合

に限られること、 

(b) 女性が人工妊娠中絶を受けるためには配偶者の同意を得る必要があるこ

と、並びに 

(c) 締約国の女性や女児の間では自殺死亡率が依然高い水準にあること。 

39．女性と健康に関する一般勧告第 24 号(1999 年)と「北京宣言及び行動綱領」

に沿い、委員会は、締約国が以下を行うよう勧告する。  

(a) 刑法及び母体保護法を改正し、妊婦の生命及び／又は健康にとって危険な

場合だけでなく、被害者に対する暴行若しくは脅迫又は被害者の抵抗の有

無に関わりなく、強姦、近親姦及び胎児の深刻な機能障害の全ての場合に

おいて人工妊娠中絶の合法化を確保するとともに、他の全ての場合の人工

妊娠中絶を処罰の対象から外すこと 

(b) 母体保護法を改正し、人工妊娠中絶を受ける妊婦が配偶者の同意を必要と

する要件を除外するとともに、人工妊娠中絶が胎児の深刻な機能障害を理

由とする場合は、妊婦から自由意思と情報に基づいた同意を確実に得るこ

と、及び 

(c) 女性や女児の自殺防止を目的として明確な目標と指標を定めた包括的な

計画を策定すること。 

 

経済的・社会的給付 

40．委員会は、収入創出活動や少額融資制度へのアクセスによる貧困撲滅のため

の戦略を発展させる締約国の取組に留意する。 委員会は、しかしながら、女性、

特に女性の世帯主、未亡人、障害のある女性、高齢女性の間で貧困が報告されて

いることを懸念する。委員会は特に、年金給付の性別格差が大きいことによる女

性の生活状態を懸念する。委員会はまた、（a） 弔慰金の額が「生計を主として維

持していた」者に対しては倍増されること、及び（b）災害援護資金の貸付けの利

用は世帯主が優先されるが、世帯主は男性が多いことから、「災害弔慰金の支給等

に関する法律」が男女間の収入格差を広げていることも懸念する。 

41．委員会は、締約国が貧困撲滅と持続可能な開発を目的とした取組を強化する

ことを要請する。委員会はまた、締約国が女性の世帯主、未亡人、障害のある女

性、高齢女性のニーズに特別の注意を払うこと、及び彼女たちに最低生活水準を
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保証するため年金制度の改革を可能な限り検討することも要請する。委員会はさ

らに、締約国が「災害弔慰金の支給等に関する法律」を見直し、男女共同参画の

視点を組み入れることを勧告する。 

 

農山漁村女性 

42．委員会は、締約国が 2015 年に新たな「食料・農業・農村基本計画」を策定し

たことに留意する。委員会は、しかしながら、農山漁村女性の意思決定への参画、

特に政策形成への参画が少ないこと、及び所得税法が自営業者や農業者の配偶者

や家族に対する報酬を事業経費として認めていないため、女性の経済的独立を妨

げる影響があることを懸念する。 

43．委員会は、締約国が農山漁村女性の政策形成への参画を制約する全ての障壁

を取り除くこと、及び家族経営における女性の労働を評価し、女性の経済的エン

パワーメントを促すため、所得税法の見直しを検討することを要請する。 

 

災害リスクの削減と管理 

44．委員会は、災害リスクの削減と管理における締約国のリーダーシップ及び「仙

台防災枠組 2015-2030」採択のためのグローバルな取組における締約国の貢献に

ついて称賛する。委員会はまた、締約国が災害リスクの削減政策及び国の「防災

基本計画」策定に男女共同参画の視点を取り入れていることについても称賛する。

しかしながら、委員会は、2011 年の東日本大震災後の国・地方レベルの災害リス

クの削減と管理分野において指導的役割への女性の参画が少ないことを懸念する。 

45．委員会は、締約国が全てのレベル、特に地方のレベルで災害に関連する意思

決定や復興過程への女性の参画を加速することを勧告する。締約国はまた、災害

リスクの削減や復興対策だけでなく、全ての持続可能な開発政策に男女共同参画

の視点を取り入れるための取組も継続すべきである。 

 

不利な状況にあるグループの女性 

46．委員会は、アイヌの女性、同和地区の女性、在日韓国・朝鮮人の女性などの

先住民族や民族的マイノリティの女性とともに障害のある女性、LBT の女性及び

移民女性といったその他の女性が複合的かつ交差的な形態の差別を引き続き経験

しているとの報告を懸念する。委員会は特に、こうした女性たちの健康、教育、

雇用へのアクセスが引き続き限られていることを懸念する。 
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47．委員会は、締約国がアイヌの女性、同和地区の女性、在日韓国・朝鮮人の女

性などの先住民族や民族的マイノリティの女性とともに障害のある女性、LBT の

女性及び移民女性が経験している、健康、教育、雇用へのアクセス及び公的活動

への参画とともに健康・教育サービスや職場での経験においても影響を与える、

複合的かつ交差的な形態の差別を解消するための努力を積極的に行うことを要

請する。 

 

結婚・家族関係 

48．委員会は、締約国において婚姻を解消する際に財産分与を定める規定がない

ことを懸念する。委員会は、結果として、夫婦間の交渉と合意により行われる財

産分与は、判例法で形成された夫婦共有財産の概念に依拠していることに留意す

る。この概念の下では、夫婦の婚姻期間中に蓄積されたことが立証できるいかな

る財産も名義のいかんにかかわらず公平に分与される。委員会は、以下について

懸念する。 

(a) 財産分与に関する交渉と合意が法的規制の枠外で行われているため、男女

間で力の不均衡がある場合は、女性が不利な立場に置かれること、 

(b) 離婚を考えている女性の多くは夫の事業や職業上の資産を含む経済状態

について情報の開示を要求するために必要な知識も手段も不足している

とされるが、それは法律が手続的手段や指針を規定していないためである

こと、並びに 

(c) 協議離婚制度の下では、子どもの福祉を守るための親権や養育費の問題に

ついて司法審査の手続が法律に規定されておらず、その結果、養育費の支

払について合意に達しない場合、子どもは困窮を極めることになること。 

49．婚姻、家族関係及びその解消の経済的影響に関する委員会の一般勧告第 29号

（2013年）に沿い、委員会は、締約国が以下を行うよう勧告する。 

(a) あらゆる形態の夫婦財産の分与を規律し、離婚を考えている配偶者が遵守

することができる明確に定義された手続を有する包括的な法律を制定す

ること、 

(b) 離婚を考えている女性が配偶者の経済状態に関する開示を要求し、これを

取得できるようにするための情報へのアクセスを保証すること、並びに 

(c) 子どもの親権と養育権を規律する法律を見直して、当事者が離婚の合意に

至った場合の司法審査手続を規定し、養育費の支払を通じて経済的ニーズ
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を含む子どもの福祉の保証を確保すること。 

本条約の選択議定書 

50．委員会は、締約国に本条約の選択議定書の批准を奨励する。 

 

北京宣言及び行動綱領 

51．委員会は、本条約の規定を履行する取組に当たり「北京宣言及び行動綱領」

を活用することを締約国に要請する。 

 

持続可能な開発のための 2030アジェンダ 

52．委員会は、本条約の規定に従い、「持続可能な開発のための 2030アジェンダ」

を実施する過程を通して実質的な男女共同参画の実現を要請する。 

 

周知 

53．委員会は、本条約の規定を計画的かつ継続的に履行する締約国の義務を想起

する。委員会は、今回の最終見解及び勧告の実施を現在から次回の定期報告提出

までの優先課題とすることを締約国に要請する。委員会は、したがって、最終見

解を十分に実施できるよう、全てのレベル（国、広域、地方）の関連する国の機

関、特に政府、省庁、国会両院及び司法に対し、締約国の公用語により、時宜を

得た最終見解の周知を要請する。委員会は、経営者団体、労働組合、人権団体及

び女性団体、大学及び研究機関、メディアなど、全ての関係者との連携を締約国

に奨励する。委員会は更に、地域社会のレベルで最終見解の実施を可能とするた

め適切な形で最終見解の周知を行うよう勧告する。加えて、委員会は、本条約

（CEDAW）、本条約の選択議定書及び法体系並びに委員会の一般勧告を全ての関係

者に対し継続して周知することを締約国に要請する。 

 

その他の条約の批准 

54．委員会は、9 つの主要な国際人権文書を締約国が遵守することによって、活

動のあらゆる面において女性の人権及び基本的な自由の享受が推進されること

に留意する。委員会は、したがって、締約国が「全ての移住労働者とその家族の

権利の保護に関する国際条約」の批准を検討することを奨励する。 

 

最終見解のフォローアップ 
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55．委員会は、上記第 13（a）及び 21（d）・（e）パラグラフに含まれる勧告を実

施するために取った措置について書面による情報を 2年以内に提出するよう締約

国に要請する。 

次回報告の準備 

56．委員会は、第 9回定期報告を 2020年 3月に提出するよう締約国に求める。 

57．委員会は、締約国が「共通基幹文書及び条約が指定する文書に関するガイド

ラインを含む、国際人権条約に基づく報告に関する調和的ガイドライン」 

（HRI/MC/2006/3 及び Corr.1）に従うことを要請する。





GE. 

Committee on the Elimination of Discrimination 

against Women 

Concluding observations on the combined seventh and eighth 
periodic reports of Japan* 

1. The Committee considered the combined seventh and eighth periodic reports of

Japan (CEDAW/C/JPN/7-8) at its 1375th and 1376th meetings, on 16 February 2016 (see 

CEDAW/C/SR.1375 and 1376). The Committee’s list of issues and questions are contained 

in CEDAW/C/JPN/Q/7-8 and the responses of Japan are contained in CEDAW/C/JPN/Q/7-

8/Add.1. 

A. Introduction 

2. The Committee appreciates that the State party submitted its combined seventh and

eighth periodic reports. It also appreciates the State party’s written replies to the list of 

issues and questions raised by its pre-session working group. It welcomes the oral 

presentation of the delegation and the further clarification provided in response to the 

questions posed orally by the Committee during the dialogue.  

3. The Committee commends the State party for its large delegation, which was headed

by His Excellency Mr. Shinsuke Sugiyama, Deputy Minister for Foreign Affairs. The 

delegation comprised representatives from various Ministries and government agencies 

including the Ministry of Justice; the Ministry of Foreign Affairs; the Ministry of 

Education, Culture, Sport, Science and Technology; the Ministry of Health, Labour and 

Welfare; the Cabinet Office; the National Police Agency; and the Permanent Mission of 

Japan to the United Nations at Geneva. 

B. Positive Aspects 

4. The Committee welcomes the progress achieved since the consideration in 2009 of

the State party’s sixth periodic report (CEDAW/C/JPN/6) in undertaking legislative 

reforms, in particular the adoption of: 

(a) The revised Part-time Labour Act, 2014, to improve the treatment of part-

time workers who are mostly women; 

* Adopted by the Committee at its sixty-third session (15 February-4 March 2016).
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 (b) The Act on the Promotion of Women’s Participation and Advancement in the 

Workplace, in 2015;  

 (c) The Act on Regulation and Punishment of Acts Relating to Child Prostitution 

and Child Pornography and the Protection of Children, in 2014;  

 (d) The revised Anti-Stalking Act, in 2013; and 

 (e) The Act on Child and Childcare Support Act, in 2012. 

5. The Committee welcomes the State party’s efforts to improve its policy framework 

aimed at accelerating the elimination of discrimination against women and advancing 

women’s rights, such as the adoption of the following: 

 (a) The Action Plan to Combat Trafficking in Persons, in 2014; 

 (b) The Japan Revitalisation Strategy, in 2013; and 

 (c) The Third Basic Plan for Gender Equality, in 2010; and the Fourth Basic Plan 

for Gender Equality, in 2015. 

6. The Committee welcomes the State party’s ratification of the following international 

instruments since the consideration of its previous periodic report: 

 (a) The Convention on the Rights of Persons with Disabilities, in 2014; and 

 (b) The Convention for the Protection of All Persons from Enforced 

Disappearance, in 2009. 

 C. Principal areas of concern and recommendations 

  Parliament 

7. The Committee stresses the crucial role of the legislative power in ensuring the 

full implementation of the Convention (see the statement by the Committee on its 

relationship with Parliamentarians, adopted at the forty-fifth session in 2010). It 

invites Parliament, in line with its mandate, to take the necessary steps regarding the 

implementation of the present concluding observations between now and the next 

reporting period under the Convention. 

  Legal status of Convention, visibility and ratification of the Optional Protocol 

8. The Committee notes that under article 98 (2) of the State party’s Constitution, 

treaties that are concluded and promulgated have legal effect as part of domestic law. The 

Committee is, however, concerned that the Convention has not been fully domesticated and 

that on 28 March 2014 the High Court of Tokyo ruled that it cannot recognise the 

Convention as directly applicable or self-executing. The Committee is also concerned that: 

 (a) Notwithstanding the State party’s efforts to raise awareness, the provisions of 

the Convention are not sufficiently known in the State party; 

 (b) No information has been provided on the timeframe within which the State 

party intends to ratify the Optional Protocol to the Convention; and 

 (c) The Committee’s previous recommendations (CEDAW/C/JPN/CO/6) have 

not been fully implemented by the State party. 

9. The Committee calls upon the State party to:  

 (a) Fully domesticate the provisions of the Convention; 
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 (b) Intensify existing programmes to raise awareness of the Convention and 

the Committee’s General Recommendations and of women’s human rights among 

relevant stakeholders in the State party, including government officials, 

parliamentarians, the legal profession, law enforcement officers and community 

leaders;  

 (c) Consider ratifying the Optional Protocol and train members of the legal 

profession and law enforcement officers on the Committee’s jurisprudence under the 

Optional Protocol; and 

 (d) Consider adopting a national action plan on the implementation of the 

Committee’s present concluding observations with clear targets and indicators. 

  Definition of discrimination against women 

10. The Committee remains concerned at the lack of a comprehensive definition of 

discrimination against women, which encompasses both direct and indirect discrimination 

in both the public and private spheres in line with article 1 of the Convention. It recalls that 

the lack of such a definition constitutes an impediment to the full application of the 

Convention in the State party. 

11. The Committee reiterates its previous recommendation (CEDAW/C/JPN/CO/6, 

para. 22) and calls upon the State party to urgently adopt a comprehensive definition 

of discrimination against women in national legislation in line with article 1 of the 

Convention, with a view to ensuring that women are protected against both direct and 

indirect discrimination in all spheres of life.  

  Discriminatory laws and lack of legal protection 

12. The Committee regrets that its previous recommendations regarding existing 

discriminatory provisions have not been addressed. The Committee is particularly 

concerned that: 

 (a) The Civil Code maintains discriminatory provisions as it sets different 

minimum ages of marriage for women and men at 16 and 18 years, respectively; 

 (b) The Civil Code still prohibits only women from remarrying within a 

specified period of time after divorce notwithstanding the decision of the Supreme Court, 

which shortened the period from 6 months to 100 days;  

 (c) On 16 December 2015, the Supreme Court upheld the constitutionality of 

article 750 of the Civil Code that requires married couples to use the same surname, which 

in practice often compels women to adopt their husbands’ surnames; 

 (d) Despite the abolition in December 2013 of the provision that discriminated 

against children born out of wedlock in inheritance matters, various discriminatory 

provisions including the provision in the Family Register Act concerning the discriminatory 

description during birth notification have been retained; and 

 (e) There is no comprehensive anti-discrimination law that covers inter-sectional 

discrimination against women belonging to various minority groups who are frequently 

subjected to harassment, stigmatization and violence.  

13. The Committee reiterates its previous recommendations 

(CEDAW/C/JPN/CO/5) and (CEDAW/C/JPN/CO/6) and urges the State party to, 

without delay: 
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 (a) Amend the Civil Code in order to raise the legal minimum age of 

marriage for women to 18 years to be equal to that of men; and revise legislation 

regarding the choice of surnames for married couples in order to enable women to 

retain their maiden surnames; and abolish any waiting period for women to remarry 

upon divorce; 

 (b) Abolish all discriminatory provisions regarding the status of children 

born out of wedlock and ensure that the law protects them and their mothers from 

stigma and discrimination in society; and 

 (c)  Enact comprehensive anti-discrimination legislation that prohibits 

multiple/intersectional forms of discrimination against women belonging to various 

minority groups, and protect them from harassment and violence, in line with General 

Recommendation No. 28 (2010) on core obligations of States parties. 

  National human rights institution 

14. The Committee reiterates its concern that the State party has not established an 

independent national human rights institution, in accordance with the principles relating to 

the status of national institutions for the promotion and protection of human rights (Paris 

Principles), with a broad mandate to promote and protect women’s rights, including 

protection against multiple forms of discrimination. 

15. The Committee reiterates its previous recommendation (CEDAW/C/JPN/CO/6, 

para. 24) that the State party establish, within a clear time frame, an independent 

national human rights institution, in accordance with the Paris Principles (General 

Assembly Resolution 48/134 of 20 December 1993), and ensure that its mandate covers 

women’s rights and gender equality.  

  National machinery for the advancement of women  

16. The Committee notes information from the State party that the “Act for 

Establishment of the Cabinet Office” clarifies the mandate conferred on the Minister of 

State for Gender Equality as head of the national machinery for the advancement of 

women. It is, however, concerned that the roles of the Council for Gender Equality and the 

Liaison Conference for the Promotion of Gender Equality are not clearly defined. The 

Committee is also concerned that the lack of clarity affects coordination and the 

implementation of policies including gender-budgeting. 

17. The Committee recommends that the State party continue to strengthen the 

national machinery for the advancement of women by clarifying the roles of its 

various components to enable it to effectively undertake its activities, including gender 

mainstreaming and gender-budgeting. 

  Temporary special measures  

18. The Committee notes the State party’s efforts to introduce numerical targets under 

the Third and Fourth Basic Plan on Gender Equality in order to accelerate de facto equality 

between men and women. The Committee is, however, concerned at the lack of statutory 

temporary special measures, including quotas, to address the under-representation of 

women, including ethnic and other minority women, in decision-making positions in the 

public and private sectors, as well as in political life, especially in Parliament. The 

Committee is particularly concerned that rather than statutory quotas, the State party 

continues to use less effective voluntary initiatives and other incentives such as higher 

evaluations for companies during the bidding process for public procurement. 
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19. The Committee reiterates its previous recommendation (CEDAW/C/JPN/CO/6, 

para. 28) and calls upon the State party to consider using temporary special measures, 

such as statutory quotas, in accordance with article 4 (1) of the Convention and the 

Committee’s General Recommendation No. 25 (2004) on temporary special measures, 

as a necessary strategy to accelerate the achievement of substantive equality of women 

and men, in particular to enhance the rights of ethnic and other minority and 

indigenous women, and women with disabilities, in all areas of the Convention.  

  Stereotypes and harmful practices  

20. The Committee remains concerned at the persistence of patriarchal attitudes and 

deep-rooted stereotypes regarding the roles and responsibilities of women and men in the 

family and in society. The Committee is particularly concerned that: 

 (a) The persistence of these stereotypes continues to be reflected in the media 

and educational textbooks and has an impact on educational choices and the sharing of 

family and domestic responsibilities between women and men; 

 (b) The media often depicts women and girls in a stereotyped manner including 

as sex-objects; 

 (c) Stereotypes continue to be the root causes of sexual violence against women 

and that pornography, video games and animation such as manga promote sexual violence 

against women and girls; and  

 (d) Sexist speech continues to be directed against women, ethnic and other 

minority women such as the Ainu, Buraku and Zainichi Korean women and migrant 

women.  

21. The Committee reiterates its previous recommendation (CEDAW/C/JPN/CO/6, 

para. 30) and urges the State party to:  

 (a) Intensify its efforts to change social norms that reinforce traditional 

roles of women and men and to promote positive cultural traditions that promote the 

human rights of women and girls; 

 (b) Effectively implement existing legal measures and monitoring 

programmes in order to regulate the production and distribution of pornographic 

material, video games and animation that exacerbate discriminatory gender 

stereotypes and reinforce sexual violence against women and girls;  

 (c) Review educational textbooks and materials to eliminate discriminatory 

gender stereotypes;  

 (d) Adopt legislation to prohibit and sanction sexist speech and propaganda 

advocating racial superiority or hatred, including attacks on ethnic and other 

minority women such as the Ainu, Buraku and Zainichi Korean women as well as 

migrant women; and  

 (e) Regularly monitor and assess the impact, through an independent expert 

body, of measures taken to eliminate discriminatory gender stereotypes and 

prejudices against Ainu, Buraku, Zainichi Korean women and migrant women. 

  Violence against women 

22. The Committee notes that the Ministry of Justice established a committee to review 

the Penal Code in order to address various issues including (a) the narrow definition of the 

crime of rape, which only applies to vagina-penal penetration; (b) raising the low penalties 

for sex crimes; (c) the adoption of legal provisions explicitly criminalizing marital rape and 



CEDAW/C/JPN/CO/7-8 

6  

(d) the introduction of ex officio prosecution of sex crimes. The Committee is, however, 

concerned that the Ministry of Justice’s committee that reviewed the Penal Code did not 

consider it necessary to explicitly criminalize marital rape. It is also concerned that the age 

of sexual consent remains 13 years and that the minimum penalty for statutory rape is only 

3 years’ imprisonment. The Committee is further concerned at: 

 (a) The lack of provisions in the Penal Code specifically criminalizing incest; 

 (b) Reports of inordinate delays in the issuance of emergency protection orders 

by courts, which expose victims of violence, including domestic violence, to a risk of 

further violence;  

 (c) Information that migrant women, ethnic and other minorities, and women 

with disabilities who are victims of violence, including domestic violence, are reluctant to 

report cases to the authorities, and that migrant women, in particular, fail to do so due to the 

risk of having their residence status revoked, as they are required to provide “justifiable 

reasons” for protection under the Immigration Control and Refugee Recognition Act ; and 

 (d) The uncertainty regarding the application of the Spousal Violence Prevention 

Act to all women in all family settings and the reluctance of the judiciary to issue protective 

measures in such cases. 

23. Recalling its General Recommendation No. 19 (1992) on violence against 

women, and its previous recommendations (CEDAW/C/JPN/CO/6, para. 30), the 

Committee urges the State party to: 

 (a) Make full use of the Convention and the Committee’s General 

Recommendation No. 19 (1992), as well as its jurisprudence, when amending its Penal 

Code, to ensure that it comprehensively addresses violence against women, including 

domestic violence and incest as a specific crime;  

 (b) Expedite the amendment of the Penal Code to expand the definition of 

rape and ensure ex officio prosecution of sex crimes; 

 (c) Amend the Penal Code to explicitly criminalise marital rape and raise 

the minimum penalty for statutory rape; 

 (d) Expedite the judicial process for issuing emergency protection orders;  

 (e) Encourage reporting by victims of all forms of violence against women 

and girls, particularly migrant women, and ensure that shelters are available and 

adequately equipped for women victims of violence;  

 (f) Ensure training of lead personnel and that all cases of violence against 

women and girls are thoroughly and effectively investigated and that perpetrators are 

prosecuted and, if convicted, adequately punished ; and 

 (g) Ensure that the Spousal Violence Prevention Act also applies to all 

women in all family settings. 

24. The Committee notes that under the Eugenic Protection Act, the State party through 

the Prefectural Eugenic Protection Committee, sought to prevent births of children with 

diseases or disabilities and, as a result, subjected persons with disabilities to forced 

sterilisation. The Committee notes that out of approximately 16,500 cases of sterilization 

without consent, 70% concerned women, and no efforts have been made by the State party 

to provide redress such as compensation, official apologies and rehabilitation.  

25. The Committee recommends that the State party conduct a study on the extent 

of past violations in the form of forced sterilizations of women under the Eugenic 

Protection Act and, prosecute and, if convicted, adequately punish perpetrators. The 
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Committee further recommends that the State party adopt specific measures aimed at 

providing all victims of forced sterilizations with assistance to access legal remedies 

and provide them with compensation and rehabilitative services. 

  Trafficking and exploitation of prostitution  

26. The Committee notes the adoption by the State party of an Action Plan to Combat 

Trafficking in Persons in December 2014 and the establishment of the Council for the 

Promotion of Measures to Combat Trafficking in Persons. The Committee welcomes 

efforts by the State party to reform the Industrial Training and Technical Internship 

Programme by introducing draft legislation, which is before Parliament (Diet). The 

Committee is, however, concerned that the State party remains a source, transit and 

destination country for trafficking in persons, in particular women and girls, for purposes of 

labour and sexual exploitation and that: 

 (a) Women continue to be subjected to sexual exploitation in the entertainment 

industry, particularly for prostitution and pornographic film production; and 

 (b) Women and girls coming to the State party under the Industrial Training and 

Technical Internship Programme continue to be subjected to forced labour and sexual 

exploitation.  

27. The Committee recommends that the State party: 

 (a) Intensify regular labour inspections and other efforts to combat 

trafficking in persons, particularly women and girls recruited under the Industrial 

Training and Technical Internship Programme;  

 (b) Intensify monitoring and inspection programmes targeting 

establishments that provide adult entertainment and produce pornographic film, in 

order to prevent sexual exploitation; 

 (c) Continue efforts aimed at bilateral, regional and international 

cooperation to prevent trafficking, including by exchanging information with other 

countries in the region and harmonizing legal procedures to prosecute traffickers;  

 (d) Provide information in the next periodic report on the implementation of 

reforms envisaged under the Industrial Training and Technical Internship 

Programme; and 

 (e) Ratify the Protocol to Prevent, Suppress and Punish Trafficking in 

Persons, Especially Women and Children, supplementing the United Nations 

Convention against Transnational Organised Crime. 

   “Comfort women”  

28. The Committee recalls its previous concluding observations (CEDAW/C/JPN/CO/6, 

paras. 37 and 38) and also refers to numerous recommendations on the unresolved issue of  

“comfort women” made by other United Nations human rights mechanisms such as the 

Committee on the Elimination of Racial Discrimination (CERD/C/JPN/CO/7-9), the 

Human Rights Committee (CCPR/C/JPN/CO/6), the Committee Against Torture 

(CAT/C/JPN/CO/2), the Committee on Economic, Social and Cultural Rights 

(E/C.12/JPN/CO/3), several United Nations Special Procedures mandate holders of the 

Human Rights Council and the Universal Periodic Review (A/HRC/22/14/Add.1, para.147-

145 et seq.). While noting the efforts by the State party to attempt to resolve the issue of 

“comfort women”, most recently through the bilateral agreement between the State party 

and the Republic of Korea announced on 28 December 2015, the Committee regrets the 

State party has not  implemented the aforementioned recommendations and its position that 
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the issue of “comfort women” does not fall within the mandate of the Committee, as the 

alleged violations occurred prior to the entry into force of the Convention for the State party 

in 1985. The Committee further regrets that: 

 (a) Recently, there has been an increase in the number of statements from public 

officials and leaders regarding the State party’s responsibility for violations committed 

against “comfort women”; and that the announcement of the bilateral agreement with the 

Republic of Korea, which asserts that the “comfort women” issue “is resolved finally and 

irreversibly” did not fully adopt a victim-centred approach; 

 (b) Some “comfort women” have died without obtaining an official unequivocal 

recognition of responsibility by the State party for the serious human rights violations that 

they suffered;  

 (c) The State party has not addressed its obligations under international human 

rights law towards “comfort women” victims in other concerned countries; and 

 (d) The State party deleted references to the issue of “comfort women” in 

textbooks. 

29. The Committee reiterates its previous recommendations 

(CEDAW/C/JPN/CO/6, paras. 37 and 38) and observes that the issue of “comfort 

women” gives rise to serious violations that have a continuing effect on the rights of 

victims/survivors of those violations that were perpetrated by the State party’s 

military during the Second World War given the continued lack of effective remedies 

for these victims. The Committee, therefore, considers that it is not precluded ratione 

temporis from addressing such violations, and urges the State party to: 

 (a) Ensure that its leaders and public officials desist from making 

disparaging statements regarding responsibility, which have the effect of re-

traumatising victims; 

 (b) Recognize the right of victims to a remedy, and accordingly provide full 

and effective redress and reparation, including compensation, satisfaction, official 

apologies and rehabilitative services; 

 (c) Ensure that in the implementation of the bilateral agreement announced 

jointly with the Republic of Korea in December 2015, the State party takes due 

account of the views of the victims/survivors and ensure their rights to truth, justice, 

and reparations; 

 (d) Adequately integrate the issue of “comfort women” in textbooks and 

ensure that historical facts are objectively presented to students and the public at 

large; and 

 (e) Provide information in its next periodic report on the extent of 

consultations and other measures taken to ensure the rights of victims/survivors to 

truth, justice and reparations. 

  Participation in political and public life  

30. The Committee notes the State party’s efforts to promote the participation of women 

in political and public life by adopting the Third and Fourth Basic Plan on Gender Equality, 

which sets numerical targets and a specific goal to achieve 30% representation of women in 

political, public and private life by 2020. The Committee, however, remains concerned at: 

 (a) The low representation of women at legislative, ministerial, local government 

(mayoral) levels as well as in the judiciary, diplomatic service and in academia; 
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 (b) The lack of statutory temporary special measures aimed at accelerating de 

facto equality between men and women in political and public life; and 

 (c) The under- representation of women with disabilities, ethnic and other 

minority women such as Ainu, Buraku and Zainichi Korean women in decision making 

positions. 

31. The Committee reiterates its previous recommendation (CEDAW/C/JPN/CO/6, 

para. 42) and calls upon the State party to: 

 (a) Adopt more temporary special measures, such as statutory quotas, in 

accordance with article 4, paragraph 1, of the Convention and the Committee’s 

General Recommendations No. 25 (2004) on temporary special measures and No. 23 

(1997) on women in political and public life, in order to accelerate women’s full and 

equal participation in elected and appointed positions; 

 (b) Ensure the effective implementation of the goal set by the Third and 

Fourth Basic Plan on Gender Equality to achieve 30% representation of women by 

2020 at all levels including legislative, ministerial, local government (mayoral) levels 

as well as in the judiciary, in the diplomatic service and in academia; and 

 (c) Take specific measures, including temporary special measures, to 

promote the representation of women with disabilities, ethnic and other minority 

women such as Ainu, Buraku and Zainichi Korean women in decision making 

positions. 

  Education 

32. The Committee commends the State party for prioritising equal access for women 

and girls to all levels of education and the increase in girls’ participation in primary and 

secondary education. The Committee is, however, concerned at: 

 (a) The wide gender gap in higher education enrolment, particularly at 

Universities and Graduate schools, as well as in fields of studies that are traditionally male-

dominated such as science, technology engineering and mathematics (STEM); 

 (b) The large proportion of women who pursue higher education without 

completing their 4-year university studies, which places them at a disadvantage in the 

labour market; 

 (c) The low participation of women in senior management and decision making 

positions in educational institutions, and their concentration in lower level positions as well 

as low number of female professors;  

 (d) Undue sensitivities by politicians and public officials regarding the content of 

age-appropriate education on sexual and reproductive health and rights; 

 (e) Reports of low literacy levels among ethnic and other minority communities, 

in particular, older women from the Ainu and Buraku ethnic communities; and 

 (f) The lack of data on the educational status of migrant women and women with 

disabilities as well as lack of information on measures to address bullying and expressions 

of racist sentiments in schools, particularly targeting Zainichi Korean women and girls. 

33. The Committee recommends that the State party:  

 (a) Intensify career guidance activities to encourage girls to pursue non-

traditional subjects (STEM) and raise awareness among teaching personnel on the 

importance that girls complete tertiary education;  
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 (b) Take specific measures, including temporary special measures, to 

improve the representation of women in senior management and decision making 

positions in the education sector as well as increase the number of female professors; 

 (c) Address public concerns regarding the content and provision of age-

appropriate education on sexual and reproductive health and rights so that it is 

systematically integrated into school curricula; 

 (d) Remove all obstacles to access to education for women and girls with 

disabilities, migrant women and ethnic and other minority women such as the Ainu, 

Buraku and Zainichi Korean women; and provide information in the next periodic 

report on their access to education as well as to scholarships; and 

 (e) Enhance measures to prevent, punish and eradicate all forms of violence 

against women and girls, including bullying and expressions of racist sentiments, in 

educational institutions, particularly targeting Zainichi Korean women and girls. 

  Employment 

34. The Committee welcomes the adoption of the “Act on Promotion of Women’s 

Participation and Advancement in the Workplace” in 2015, which seeks to empower 

women in employment, including non-regular workers, ethnic and other minorities. 

However, the Committee remains concerned at: 

 (a) The widening gender pay gap, which is partly attributable to the inadequate 

enforcement of the principle of equal pay for work of equal value; 

 (b) Continued horizontal and vertical segregation in the labour market and the 

concentration of women in low paid sectors of employment, which is partly attributable to 

the track-based system of employment;  

 (c) The continued concentration of women in part-time work due to family 

responsibilities, which affects their pension benefits and is partly responsible for post-

retirement poverty as well as the persistent reports of maternity and child-birth related 

harassment;  

 (d) The lack of an adequate prohibition and appropriate sanctions for sexual 

harassment as well as the fact that the State party has not ratified the core ILO Convention 

No. 111 concerning discrimination in respect of employment and occupation; 

 (e) The persistence of multiple/intersectional forms of discrimination in the 

employment sector with regard to indigenous women, minority and other women (Buraku, 

Korean, Okinawa), women with disabilities and migrant women workers; and 

 (f) The lack of information on the status of women domestic workers in the State 

party. 

35. The Committee urges the State party to: 

 (a) Intensify efforts under the “Act on Promotion of Women’s Participation 

and Advancement in the Workplace”, 2015, the Labour Standards Act and other 

relevant laws, to eliminate structural inequalities and occupational segregation and to 

reduce the gender pay gap by enforcing the principle of equal pay for work of equal 

value; 

 (b) Intensify efforts to promote the use of flexible working arrangements 

and introduce shared parental leave to encourage men to participate equally in child 

care responsibilities; and ensure the provision of adequate childcare facilities;  
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 (c) Adopt legal provisions that prohibit and provide for appropriate 

sanctions to deter sexual harassment at the work place; and ensure women’s access to 

justice in cases of discrimination in employment, including on grounds of pregnancy 

and motherhood;  

 (d) Conduct regular labour inspections aimed at enforcing compliance with 

labour laws and codes of conduct on sexual harassment; 

 (e) Undertake a survey of the employment sector and produce gender 

statistics with regard, in particular to indigenous and minority women as well as 

women with disabilities and migrant women workers; 

 (e) Provide information in the next periodic report on the status of women 

domestic workers in the State party; and 

 (f) Consider ratifying ILO Convention No. 111 concerning discrimination in 

respect of employment and occupation ; and ILO Convention No. 189 (2011) 

concerning decent work for domestic workers. 

  Health 

36. The Committee notes the efforts made by the State party to address health concerns 

related to radiation following the Fukushima Dai-Chi Nuclear Power Plant accident in 

2011. The Committee, however, notes with concern the State party’s plans to lift the 

designation as evacuation zones of contaminated areas with radiation exposure levels under 

20 millisieverts per year, which may have a disproportionate effect on the health of women 

and girls.  

37. The Committee recommends that the State party reaffirm that the lifting of 

designation of places as evacuation zones of contaminated areas with radiation 

exposure is consistent with internationally accepted knowledge on risk factors for 

women and girls considering that women are more sensitive to radiation than men. It 

further recommends that the State party intensify the provision of medical and other 

services to women and girls affected by radiation, in particular pregnant women in 

the Fukushima Prefecture. 

38. The Committee is concerned at the high ratio of abortion and suicide among teenage 

girls and women in the State party. It is particularly concerned that: 

 (a) Under article 14 of the Maternal Protection Act read with article 212 of the 

Penal Code, women can only obtain an abortion where the continuation of pregnancy or 

delivery may significantly damage the person’s physical health and when a person is raped 

in a violent or threatening manner or at a time when the person could neither resist nor 

refuse and becomes pregnant; 

 (b) Women are required to get consent from their spouses in order to obtain  an 

abortion; and 

 (c) Suicide rates among women and girls remain high in the State party. 

39. In line with general recommendation No. 24 (1999) on women and health and 

the Beijing Declaration and Platform for Action, the Committee recommends that the 

State party: 

 (a) Amend the Penal Code and Maternal Protection Act to ensure the 

legalization of abortion not only in cases of threats to the life and/or health of a 

pregnant woman but also in all cases of rape, irrespective of the use of violence, threat 

against or resistance by the victim, incest and serious foetal impairment and 

decriminalise abortion in all other cases 
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(b) Revise the Maternal Protection Act in order to remove the requirement 

of spousal consent for pregnant women to obtain an abortion; and ensure that where 

abortion is sought on the ground of serious fœtal impairment, the free and informed 

consent of the pregnant woman is obtained; and 

 (c) Adopt a comprehensive plan with clear targets and indicators aimed at 

preventing suicides among women and girls. 

  Economic and social benefits  

40. The Committee notes the State party’s efforts to develop strategies for poverty 

reduction through income-generating activities and access to microcredit. The Committee 

is, however, concerned at reports of poverty among women, in particular women heads of 

households, widows, women with disabilities and older women. The Committee is 

especially concerned at their living conditions due to a wide gender gap in pension benefits. 

The Committee is also concerned that the Act on the Provision of Disaster Condolence 

Grants widens the income disparity between men and women as (a) the condolence grant is 

doubled for persons who are the “primary source of income”; and (b) it gives priority to 

heads of households, who are often men, to access disaster relief loans.  

41. The Committee calls on the State party to intensify its efforts aimed at poverty 

reduction and sustainable development. It also calls on the State party to pay special 

attention to the needs of women heads of households, widows, women with disabilities 

and older women, and explore the possibility to reform the pension scheme in order to 

guarantee their minimum standard of living. The Committee further recommends 

that the State party review the Act on the Provision of Disaster Condolence Grant, in 

order to integrate a gender equality perspective. 

  Rural women 

42. The Committee notes the adoption by the State party of a new Basic Plan for Food, 

Agriculture and Rural Areas in 2015. The Committee is, however, concerned at the low 

participation of rural women in decision making, particularly in the formulation of policies; 

and that the Income Tax Act, does not recognise earnings of spouses and family members 

of self-employed individuals and farmers as business expenses, which effectively impedes 

women’s economic independence. 

43. The Committee calls upon the State party to eliminate all barriers which 

restrict rural women’s participation in policy formulation; and consider reviewing the 

Income Tax Act in order to recognise women’s work in family enterprises in order to 

promote their economic empowerment. 

  Disaster risk reduction and management 

44. The Committee commends the State party for its leadership in disaster risk reduction 

and management and its contribution to global efforts to adopt the Sendai Framework for 

Disaster Risk Reduction 2015-2030. The committee also commends the State party for 

mainstreaming gender perspectives into its policies on disaster risk reduction, and the 

adoption of a national Basic Disaster Management Plan. However, the Committee is 

concerned at the low participation of women in leadership roles in the area of disaster risk 

reduction and management at the national and local level following the Great East Japan 

earthquake in 2011. 

45. The Committee recommends that the State party accelerate the participation of 

women in decision-making and recovery processes related to disasters at all levels, in 

particular at the local level. It should also continue its efforts aimed at integrating a 
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gender perspective into all sustainable development policies, as well as into disaster 

risk reduction and post-disaster management. 

  Disadvantaged groups of women  

46. The Committee is concerned at reports that indigenous and ethnic minority, such as 

Ainu, Buraku and Zainichi Korean women, as well as other women such as women with 

disabilities, LBT women and migrant women continue to experience multiple and 

intersecting forms of discrimination. The Committee is particularly concerned that these 

women continue to have limited access to health, education and employment. 

47. The Committee calls upon the State party to vigorously pursue efforts aimed at 

eliminating multiple and intersecting forms of discrimination experienced by 

indigenous and ethnic minority women such as Ainu, Buraku and Zainichi Korean 

women, as well as women with disabilities, LBT women and migrant women which 

affect their access to health, education, employment and participation in public life, as 

well as in their experiences with the health and education services and at the 

workplace. 

  Marriage and family relations 

48. The Committee is concerned at the absence of legislation that governs the 

distribution of property upon dissolution of marriage in the State party. It notes that, as a 

result, property distribution is by negotiation and agreement by the couple based on a case 

law developed regime of deferred community property under which any property that is 

proven to have been accumulated while the couple lived together is to be equally divided 

regardless of the title to it. The Committee is concerned that: 

 (a) Negotiations and agreements on property distribution happen outside legal 

regulation where power imbalances between women and men exist and, therefore, women 

are placed at a disadvantage; 

 (b) Most divorcing women reportedly lack the necessary information and means 

to demand disclosure of their husbands' financial situation, including business and career 

assets, as the law does not provide any procedural tools and guidelines; and 

 (c) Under the consent divorce regime, the law does not provide for a judicial 

review procedure over custody and child support matters in order to safeguard the welfare 

of children with the result that in cases where no agreement is reached for paying child 

support, children are left destitute. 

49. In line with its General Recommendation No. 29 (2013) on economic 

consequences of marriage, family relations and their dissolution, the Committee 

recommends that the State party: 

 (a) Adopt comprehensive legislation that governs the distribution of all 

forms of marital property, with clear and defined procedures that can be followed by 

divorcing spouses; 

 (b) Ensure that divorcing women have access to information enabling them 

to demand and obtain disclosure of the financial situation of their spouses; and 

 (c) Review the law governing custody and child support in order to provide 

for judicial review proceedings in cases where divorce is reached by consent of the 

parties, and ensure that children's welfare, including their economic needs through 

child support payments, are guaranteed. 
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  Optional Protocol to the Convention  

50. The Committee encourages the State party to ratify the Optional Protocol to 

the Convention. 

  Beijing Declaration and Platform for Action  

51. The Committee calls upon the State party to utilize the Beijing Declaration and 

Platform for Action, in its efforts to implement the provisions of the Convention. 

  2030 Agenda for Sustainable Development  

52. The Committee calls for the realization of substantive gender equality, in 

accordance with the provisions of the Convention, throughout the process of 

implementation of the 2030 Agenda for Sustainable Development. 

  Dissemination 

53. The Committee recalls the obligation of the State party to systematically and 

continuously implement the provisions of the Convention. It urges the State party to 

give priority attention to the implementation of the present concluding observations 

and recommendations between now and the submission of the next periodic report. 

The Committee therefore requests the timely dissemination of the concluding 

observations, in the official language of the State party, to the relevant state 

institutions at all levels (national, regional, local), in particular to the Government, the 

ministries, the Parliament, Senate and to the judiciary, to enable their full 

implementation. It encourages the State party to collaborate with all stakeholders 

concerned, such as employers’ associations, trade unions, human rights and women’s 

organisations, universities and research institutions, media, etc. It further 

recommends that its concluding observations be disseminated in an appropriate form 

at the local community level, to enable their implementation. In addition, the 

Committee requests the State party to continue to disseminate the CEDAW 

Convention, its Optional Protocol and jurisprudence, and the Committee’s General 

Recommendations to all stakeholders. 

  Ratification of other treaties  

54. The Committee notes that the adherence of the State party to the nine major 

international human rights instruments would enhance the enjoyment by women of 

their human rights and fundamental freedoms in all aspects of life. The Committee 

therefore encourages the State party to consider ratifying the Convention on the 

Protection of the Rights of All Migrant Workers and Members of Their Families. 

  Follow-up to concluding observations 

55. The Committee requests the State party to provide, within two years, written 

information on the steps undertaken to implement the recommendations contained in 

paragraphs 13(a) and 21(d)& (e) above. 

  Preparation of the next report  

56. The Committee invites the State party to submit its ninth periodic report in 

March 2020.  

57. The Committee requests the State party to follow the “Harmonized guidelines 

on reporting under the international human rights treaties, including guidelines on a 

common core document and treaty-specific documents” (HRI/MC/2006/3 and Corr.1). 
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